様式第１号（第６条関係）
　　年　　月　　日
洋野町長　様
法人名・屋号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　 在　 地：　洋野町　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　 　　　　　      　 　 eq \o\ac(○,印)
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　 　 　
　　　　　 主な業種：
洋野町中小企業者等物価高騰対策支援給付金申請書兼請求書
洋野町中小企業者等物価高騰対策支援給付金の支給を受けたいので、洋野町中小企業者等物価高騰対策支援給付金要綱第６条の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。
記
１　支給申請額兼請求額【基準額の算定】
	対象月
	令和　　年
	令和 ６ 年

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	合計
	①
	円
	②
	円

	基準額
（②－①）
	③
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　円

※２万円未満の場合は、支給対象外

	支給申請額
③×1/2
	円
	※千円未満切捨て
上限30万円


※　支給申請額は、③に2分の1を乗じて得た額を記入し、1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てること。
２　給付金の振込先口座
	金融機関名
	
	支店名
	

	預金の種類
	
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	


【添付書類】
①　町内で事業を行っていることがわかる書類（営業許可証等）
②　燃料費の金額がわかる書類の写し（領収書等）
③　誓約書（別紙）
④　振込口座が確認できる書類
⑤　その他町長が必要と認める書類
別紙
誓約書
給付金の支給を申請するに当たって、次のとおり誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）でなく、またその構成員は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員と密接な関係を有する者ではなく、法人等の経営に暴力団及び暴力団員が実質的に関与していません。

２　証拠書類等は事業に供するものであり、またその内容に虚偽はありません。
３　本給付金の支給申請段階で、今後も事業を継続する意思があります。

４　本給付金の支給申請の要件審査のため、洋野町が私の税情報等を確認することに同意します。

　　　　　　年　　　月　　　日





（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　※自署又は記名・押印による。








